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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第78期

第２四半期連結
累計期間

第78期
第２四半期連結
会計期間

第77期

会計期間

自平成21年
３月１日
至平成21年
８月31日

自平成21年
６月１日
至平成21年
８月31日

自平成20年
３月１日
至平成21年
２月28日

売上高（千円） 29,170,44414,355,19668,826,245

経常利益（損失△）（千円） △158,222 15,258△187,908

四半期（当期）純損失（△）（千円） △5,951,076△5,470,311△2,681,463

純資産額（千円） － △1,630,5424,168,080

総資産額（千円） － 36,988,90247,673,806

１株当たり純資産額（円） － △50.69 127.86

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
△184.98 △170.04 △83.31

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － △4.41 8.63

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
295,201 － 1,253,827

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,738,838 － △641,422

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,533,077 － 352,901

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高（千円）
－ 2,615,9863,115,023

従業員数（人） － 627 854

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年８月31日現在

従業員数（人） 627 (867)

　（注）  従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は(　)内に当第２四半期連結会計期間の平均人員で外書で記載して

        おります。

 　　　　

　　(2）提出会社の状況

 平成21年８月31日現在

従業員数（人） 554 (619)

　（注）  従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く）であり、臨時雇用者数は(　)内に当第２四半期会計

        間の平均人員を外書で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）当社グループにおいては、百貨店業、金融業、その他事業の３事業を行っており、生産及び受注については該当事項

はありません。

(2)販売の状況

　当第２四半期連結会計期間における販売の状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

百貨店業 14,079,135

金融業 2,310

その他の事業 273,751

合計 14,355,196

　（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクは次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。　

　当社グループは、当第２四半期連結会計期間において、財政状況を抜本的に改善する方法を検討した結果、事業再生計

画案を新たに策定し、「産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法所定の特定認証紛争解決手続（事業

再生ＡＤＲ手続）」による事業再生を利用することを決定いたしました。

　当該事業再生計画案に伴い、横須賀店舗を保有し当社に賃貸しているその他関係会社である雑賀屋不動産株式会社は

平成21年８月28日の定時株主総会において解散を決議しました。これを受けて当社グループにおいて関係会社株式評

価損938百万円及び差入保証金に対する貸倒引当金繰入額3,102百万円の計上等を行ったことにより四半期純損失

5,470百万円を計上した結果、当第２四半期連結会計期間末の純資産は1,630百万円の債務超過となり、継続企業の前提

に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　当社グループは、当該状況を解消するべく、事業再生ＡＤＲ手続の中で、これまでどおり事業活動を行いながら事業再

生ＡＤＲ手続の利点を活用し、公正中立な立場から事業再生実務家協会より調査・指導・助言をいただき、上場維持を

前提として、借入金等に関わる全取引先金融機関と金融支援の要請を含めた事業再生計画案の協議を進め、全お取引金

融機関の合意による成立を目指しております。

　しかし、これらの対応策につきましては関係者との協議を行いながら進めている途上であるため、現時点におきまし

ては、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、詳細につきましては、本四半期報告書中、『継続企業の前提に関する事項』に記載させていただいております。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

　

３【経営上の重要な契約等】

    当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

 ものであります。

（１）業績の概況 

　当第２四半期連結会計期間（平成21年６月1日～平成21年８月31日）におけるわが国経済は、世界的な金融危機に端

を発した景気の悪化による先行き不透明感が引き続き、個人消費は伸び悩み、一部に景気の底打ちを示す指標もあるも

のの、いまだに景気回復の動きが見られない厳しい状況が続いております。

　百貨店業界におきましても、美術宝飾品等の高額品をはじめ、主力である衣料品等、全般的に売上の厳しい状況が続い

ております。

　このような状況の下、当グループの百貨店業では、集客力に結びつき、当社に人件費のかからない、大口テナントの誘

致という観点から、横須賀店の南館にレストランカラオケ「シダックス」を誘致いたしました。また、各店については、

‘生活応援セール’等の消費者の低価格・節約志向に照準を合わせたセールを実施し、また、各店の実情に合わせた

ショップ、ブランドの一部入替え等を含む売上向上策を積極的に行い、店舗の活性化をはかりましたが、当第２四半期

の売上は前年に及びませんでした。

　グループ事業全体と致しましては引き続き、昨年度中に策定いたしました経営改善計画‘ＳＨＩＰＳ’に基づき、

個々の事業運営、業務の見直しを図り、新人事制度の採用による諸経費の削減、自社クレジット事業の外部委託、営業時

間の見直し等による経営効率の改善を実施し、連結業績の回復に努めました。

　この結果、当第２四半期の連結業績は売上高14,355百万円、営業利益137百万円、経常利益15百万円、四半期純損失　　　

5,470百万円となりました。

　なお、当社はこの８月に、事業再生に向けた強固な収益体質の確立と抜本的な財務体質の改善を図るべく、「事業再生

実務家協会」に対し、「事業再生ＡＤＲ手続」を申請し、受理されました。これをもって今後これまでどおり事業活動

を行いながら、事業再生ＡＤＲ手続のなかで、公正中立の立場である事業再生実務家協会より調査・指導・助言を頂き

つつ、全お取引金融機関と事業再生計画案の協議を行ってまいります。

　

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①百貨店業 

　中核の百貨店業では、「お客様第一主義」を基本として、お客様のご満足の向上に努めるべく、「品揃えの充実」、

「販売サービスの向上」を念頭に取組んでまいりましたが、引き続き、景気悪化に伴う個人消費の伸び悩みの影響から

売上高は、14,098百万円、営業利益は123百万円となりました。

②金融業

　金融業は、自社カード（さいか屋ＡＭカード）を平成21年３月に株式会社セディナへ外部委託をし、業務を縮小した

結果売上高は、33百万円、営業損失は、26百万円 となりました。

③その他の事業

　その他の事業は、宣伝広告代理店業、情報サービス業であり、平成21年３月にビル清掃及びメンテナンス業と保険代

理業につきましては、それぞれ株式会社白青舎及び株式会社ジャパン保険サービスに外部委託をし業務を縮小した結

果、売上高は396百万円、営業利益は39百万円となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前第１四半期連結会計期

間と比べ671百万円増加し2,615百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、1,191百万円の資金増加となりました。これは主なプラス要因としては、貸倒

引当金の増加額3,115百万円、関係会社株式評価損938百万円、売上債権の減少額1,574百万円、たな卸資産の減少額577

百万円等であり、主なマイナス要因は、税金等調整前四半期純損失4,850百万円等であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、10百万円の資金減少となりました。主なプラス要因として、定期預金の払戻

による収入166百万円、貸付金の回収による収入91百万円等であり、主なマイマス要因は、有形固定資産の取得による

支出264百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、508百万円の資金減少となりました。これは主に社債の償還による支出494百

万円によるものであります。 
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は、次のとおりです。

　当社グループは、当第２四半期連結会計期間において、財政状況を抜本的に改善する方法を検討した結果、事業再生

計画案を新たに策定し、「産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法所定の特定認証紛争解決手続（事

業再生ＡＤＲ手続）」による事業再生を利用することを決定いたしました。

　当該事業再生計画案に伴い、横須賀店舗を保有し当社に賃貸しているその他関係会社である雑賀屋不動産株式会社

は平成21年８月28日の定時株主総会において解散を決議しました。これを受けて当社グループにおいて関係会社株式

評価損938百万円及び差入保証金に対する貸倒引当金繰入額3,102百万円の計上等を行ったことにより四半期純損失

5,470百万円を計上した結果、当第２四半期連結会計期間末の純資産は1,630百万円の債務超過となり、継続企業の前

提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　当社グループは、当該状況を解消し今後の事業再生に向けた強固な収益体質の確立と抜本的な財務体質の改善を図

るべく、事業再生ＡＤＲ手続を推し進めてまいります。

　具体的には、事業再生ＡＤＲ手続の取扱い団体である事業再生実務家協会に対し、平成21年８月４日付で事業再生Ａ

ＤＲ手続利用の申請を行い、同日受理され、同日付で事業再生実務家協会と当社との連名で、全お取引金融機関に対し

て「一時停止の通知書（借入元本返済の一時停止等）」を送付いたしました。

また、平成21年８月11日開催の「第１回債権者会議」において、全お取引金融機関に事業再生計画の概要及び借入

金元本返済の一時停止についての同意についてのご承認を頂いております。

さらに、当社は、事業の継続に欠くことのできない資金に当てるために、平成21年12月30日を期限とする上限1,200

百万円の運転資金の借入に加え、最終期限を対象債権者全員の合意の成立が見込まれる日以降とする、上限1,850百万

円の当座貸越契約によるＤＩＰファイナンスに関し、当該借入に係る債務については優先弁済権を付与すること等に

ついても、全お取引金融機関よりご承認を得ております。

今後は、これまでどおり事業活動を行いながら、事業再生ＡＤＲ手続の中で公正中立な立場から事業再生実務家協

会より調査・指導・助言をいただき、上場維持を前提として、借入金等に関わる全取引先金融機関と金融支援の要請

を含めた事業再生計画案の協議を進め、全お取引金融機関の合意による成立を目指しております。

　

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】
種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年10月15日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 32,286,00232,286,002
東京証券取引所

市場第二部

株主として権利内容に制

限のない標準となる株式

であり、単元株式数は

1,000株であります。

計 32,286,00232,286,002 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成21年６月１日～

平成21年８月31日 
－ 32,286,002 － 3,149,063 － 1,197,420
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（５）【大株主の状況】

　 平成21年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

雑賀屋不動産株式会社　 横須賀市大滝町１－10　 10,828 33.53

京浜急行電鉄株式会社　 東京都港区高輪２－20－20　 4,430 13.72

株式会社横浜銀行

（常任代理人資産管理サービス信託

　　　　　銀行株式会社）　

横浜市西区みなとみらい３－１－１　

（東京都中央区晴海１－８－12）　
1,337 4.14

スルガ銀行株式会社　 沼津市通横町23　 1,320 4.08

さいか屋取引先持株会　 川崎市川崎区小川町８　 592 1.83

株式会社三越　 東京都中央区日本橋室町１－４－１　 590 1.82

清水建設株式会社　 東京都港区芝浦１－２－３　 472 1.46

株式会社損害保険ジャパン　 東京都新宿区西新宿１－26－１　 319 0.98

味の素株式会社　 東京都中央区京橋１－15－１　 290 0.89

株式会社榎本武平商店　 東京都江東区新大橋２－５－２　 280 0.86

計 － 20,458 63.31

　（注）千株未満は切り捨てて表示しております。
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（６）【議決権の状況】

　

①【発行済株式】

平成21年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式  　118,000
―

株主として権利内容に制限のない標準と

なる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 31,892,000 31,892同上

単元未満株式 普通株式　　276,002 ― 同上

発行済株式総数 　　　　　32,286,002 ― ―

総株主の議決権 ― 31,892 ―

　(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式18株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成21年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社さいか屋

神奈川県川崎市川崎区

小川町１番地
118,000 ― 118,000 0.37

計 ― 118,000 ―　 118,000 0.37

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 190 262 211 182 176 164

最低(円) 101 155 170 163 165 79

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社さいか屋(E03044)

四半期報告書

10/25



第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成21年６月１日から平

成21年８月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年８月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,660,986 3,326,423

受取手形及び売掛金 2,520,858 4,316,408

商品 2,902,579 3,971,479

貯蔵品 72,580 79,255

繰延税金資産 － 411,974

その他 714,328 860,519

貸倒引当金 △5,155 △1,990

流動資産合計 8,866,177 12,964,069

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 11,958,249 13,019,390

土地 10,644,003 12,091,798

リース資産（純額） 27,864 －

その他（純額） 91,459 104,735

有形固定資産合計 ※
 22,721,575

※
 25,215,923

無形固定資産 47,829 36,832

投資その他の資産

投資有価証券 1,608,019 2,285,568

破産更生債権等 5,663,538 158,953

繰延税金資産 － 157,174

敷金及び保証金 1,066,208 6,688,345

その他 157,542 176,148

貸倒引当金 △3,225,605 △110,306

投資その他の資産合計 5,269,703 9,355,883

固定資産合計 28,039,108 34,608,639

繰延資産 83,617 101,097

資産合計 36,988,902 47,673,806
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,618,471 5,432,187

短期借入金 15,607,618 12,857,966

1年内償還予定の社債 3,177,100 3,667,100

未払法人税等 17,698 29,650

賞与引当金 － 65,903

商品券回収損引当金 544,123 527,138

その他 2,843,872 4,329,466

流動負債合計 26,808,883 26,909,411

固定負債

社債 3,129,350 4,367,900

長期借入金 6,435,500 9,951,337

退職給付引当金 1,041,729 1,344,083

役員退職慰労引当金 － 2,711

その他 1,203,982 930,282

固定負債合計 11,810,561 16,596,314

負債合計 38,619,445 43,505,726

純資産の部

株主資本

資本金 3,149,063 3,149,063

資本剰余金 2,505,662 2,505,662

利益剰余金 △7,368,864 △1,417,787

自己株式 △40,903 △39,974

株主資本合計 △1,755,041 4,196,963

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 124,499 △83,025

評価・換算差額等合計 124,499 △83,025

少数株主持分 － 54,142

純資産合計 △1,630,542 4,168,080

負債純資産合計 36,988,902 47,673,806
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

売上高 29,170,444

売上原価 22,393,574

売上総利益 6,776,869

販売費及び一般管理費 ※
 6,701,759

営業利益 75,110

営業外収益

受取利息 50,375

受取配当金 13,419

固定資産受贈益 37,484

その他 56,249

営業外収益合計 157,529

営業外費用

支払利息 342,498

その他 48,363

営業外費用合計 390,862

経常損失（△） △158,222

特別利益

役員退職慰労引当金戻入額 2,711

賞与引当金戻入額 65,903

固定資産売却益 2,217

投資有価証券売却益 1,482

特別利益合計 72,313

特別損失

固定資産除却損 72,896

商品評価損 68,145

早期退職制度費用 73,360

シンジケートローン解約損 43,115

投資有価証券売却損 3,060

退職給付制度一部終了損 380,617

店舗閉鎖損失 23,572

関係会社株式評価損 938,509

減損損失 352,966

貸倒引当金繰入額 3,102,547

特別損失合計 5,058,789

税金等調整前四半期純損失（△） △5,144,698

法人税、住民税及び事業税 6,385

過年度法人税等戻入額 △4,555

法人税等調整額 858,790

法人税等合計 860,620

少数株主損失（△） △54,242

四半期純損失（△） △5,951,076
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年６月１日
　至　平成21年８月31日)

売上高 14,355,196

売上原価 11,072,254

売上総利益 3,282,942

販売費及び一般管理費 ※
 3,145,908

営業利益 137,034

営業外収益

受取利息 24,148

受取配当金 12,376

その他 24,434

営業外収益合計 60,959

営業外費用

支払利息 169,843

その他 12,892

営業外費用合計 182,735

経常利益 15,258

特別利益

賞与引当金戻入額 7,923

特別利益合計 7,923

特別損失

固定資産除却損 72,896

投資有価証券売却損 3,060

退職給付制度一部終了損 380,617

店舗閉鎖損失 23,572

関係会社株式評価損 938,509

減損損失 352,966

貸倒引当金繰入額 3,102,547

特別損失合計 4,874,168

税金等調整前四半期純損失（△） △4,850,987

法人税、住民税及び事業税 △3,656

過年度法人税等戻入額 △4,555

法人税等調整額 684,899

法人税等合計 676,688

少数株主損失（△） △57,364

四半期純損失（△） △5,470,311
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △5,144,698

減価償却費 761,927

減損損失 352,966

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,118,462

商品券回収損引当金の増減額（△は減少） 16,985

賞与引当金の増減額（△は減少） △65,903

退職給付引当金の増減額（△は減少） △302,354

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,711

受取利息及び受取配当金 △63,795

支払利息 342,498

投資有価証券売却損益（△は益） 1,577

関係会社株式評価損 938,509

有形固定資産売却損益（△は益） △2,217

有形固定資産除却損 72,896

売上債権の増減額（△は増加） 1,795,549

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,075,575

仕入債務の増減額（△は減少） △813,716

その他 △1,459,246

小計 622,306

利息及び配当金の受取額 63,795

利息の支払額 △381,204

法人税等の支払額 △14,250

法人税等の還付額 4,555

営業活動によるキャッシュ・フロー 295,201

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 166,400

有形固定資産の取得による支出 △436,317

有形固定資産の売却による収入 1,756,350

無形固定資産の取得による支出 △12,009

投資有価証券の取得による支出 △312

投資有価証券の売却による収入 15,762

貸付けによる支出 △107,220

貸付金の回収による収入 204,990

差入保証金の差入による支出 △74,271

差入保証金の回収による収入 225,466

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,738,838

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,052,446

長期借入れによる収入 4,859,350

長期借入金の返済による支出 △7,703,630

社債の償還による支出 △1,728,550

その他 △12,693

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,533,077

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △499,037

現金及び現金同等物の期首残高 3,115,023

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,615,986
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【継続企業の前提に関する事項】

　当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年６月１日

　　至　平成21年８月31日）

　　当社グループは、当第２四半期連結会計期間において、財政状況を抜本的に改善する方策を検討した結果、事業再

生計画案を新たに策定し、「産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法所定の特定認証紛争解決手

続（事業再生ＡＤＲ手続）」による事業再生を利用することを決定いたしました。

　　当該事業再生計画案に伴い、横須賀店を保有し当社に賃貸しているその他関係会社である雑賀屋不動産株式会社

は平成21年８月28日の定時株主総会において解散を決議しました。これを受けて当社グループにおいて関係会社

株式評価損938,509千円及び差入保証金に対する貸倒引当金繰入額3,102,547千円の計上等を行なったことによ

り四半期純損失5,470,311千円を計上した結果、当第２四半期連結会計期間末の純資産は1,630,542千円の債務超

過となり、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　当社グループは、当該状況を解消し今後の事業再生に向けた強固な収益体質の確立と抜本的な財務体質の改善

を図るべく、事業再生ＡＤＲ手続を推し進めてまいります。

　　具体的には、事業再生ＡＤＲ手続の取扱い団体である事業再生実務家協会に対し、平成21年８月４日付で事業再

生ＡＤＲ手続利用の申請を行い、同日受理され、同日付で事業再生実務家協会と当社との連名で、全お取引金融機

関に対して「一時停止の通知書（借入元本返済の一時停止等）」を送付いたしました。

　また、平成21年８月11日開催の「第１回債権者会議」において、全お取引金融機関に事業再生計画の概要及び借

入金元本返済の一時停止についての同意についてのご承認を頂いております。

　今後は、これまでどおり事業活動を行いながら、事業再生ＡＤＲ手続の中で公正中立な立場から事業再生実務家

協会より調査・指導・助言をいただき、上場維持を前提として、借入金等に関わる全取引先金融機関と金融支援

の要請を含めた事業再生計画案の協議を進め、全お取引金融機関の合意による成立を目指しております。

　なお、事業再生計画案の概要は、以下のとおりであります。

　１．自助努力　

　（１） 事業の選択と集中

　中核事業である百貨店業の見直しを行い、効率の悪い売場の改廃等を行い、経営効率を高め収益の改善を図りま

す。関連会社の営む非中核事業を外部へ売却し、オペレーションの効率化、間接費用削減のため関連会社再編を実

施するとともに、経営資源を中核事業に集中します。

　同時に中核事業に直接関係のない資産につきましては、売却を促進させ有利子負債の削減を図ります。

（２）　ローコストオペレーションの実現

　最小限度の人員配置、パート化の促進により、人件費の削減を図るとともに、業務改善による販管費の圧縮を行

い、ローコストオペレーションを実現します。

　２．事業再生ＡＤＲ手続による金融支援

　　事業再生ＡＤＲ手続の中で、当初の信用力を補完すべく、１に記載した自助努力に加え、お取引金融機関等に対し

て、過大な債務を解消するために、債務免除等の金融支援をお願いしていくものであります。

　　これらの対応策を実行することによって、平成23年２月期において債務超過を解消する方針であります。

　しかし、これらの対応策につきましては関係者との協議を行いながら進めている途上であるため、現時点におき

ましては、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の

影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

　

　会計処理基準に関する事項の変

更

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

　　の変更

 たな卸資産

　　通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として売価還元法

による原価法によっておりましたが、第

１四半期連結会計期間より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号　平成18年７月５日）が適用

されたことに伴い、主として売価還元法

による低価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）により算定しております。

　　これにより、当第２四半期連結累計期間

の営業利益は1,583千円の減少、経常損

失は1,583千円増加し、さらに税金等調

整前四半期純損失は、69,729千円増加し

ております。

　　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。　

（２）リース取引に関する会計基準の適用

　　所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

したが、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成５年６

月17日　最終改正平成19年３月30日　企

業会計基準第13号）及び「リース取引

に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会　平成６年１月18日　最

終改正平成19年３月30日　企業会計基準

適用指針16号）が平成20年４月１日以

後開始する連結会計年度に係る四半期

連結財務諸表から適用することができ

ることになったことに伴い、第１四半期

連結会計期間からこれらの会計基準等

を適用し、通常の売買取引に係る会計処

理によっております。また、所有権移転

外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産の減価償却の方法について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。

　　この変更が四半期連結財務諸表及びセ

グメント情報に与える影響は軽微であ

ります。

　　なお、リース取引開始日が適用初年度前

の所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理を引き続き採

用しております。　
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【簡便な会計処理】

　　　該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年８月31日）

前連結会計年度末
（平成21年２月28日）

　※　有形固定資産の減価償却累計額は29,070,813千円であ

ります。

　※　有形固定資産の減価償却累計額は28,957,353千円であ

ります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

　

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　

販売費 676,817千円

宣伝費 424,233千円

給料手当 1,861,406千円

退職給付費用 102,716千円

地代・家賃 1,230,526千円

減価償却費 697,312千円

貸倒引当金繰入額 39,913千円

　

 

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

　

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　

販売費 361,977千円

宣伝費 125,409千円

給料手当 856,935千円

退職給付費用 35,637千円

地代・家賃 611,623千円

減価償却費 330,510千円

貸倒引当金繰入額 26,829千円

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

　
　
　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年８月31日現在）

　

現金及び預金勘定 2,660,986千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△45,000千円

現金及び現金同等物 2,615,986千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年８月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　

平成21年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

  普通株式　　　　　　　　　32,286,002株

  

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　 118,018株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項

  該当事項はありません。

　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

 当第２四半期連結会計期間(自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日） 　

 
百貨店業
(千円)

金融業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

　
　

売上高                         　

(1）外部顧客に
　　対する売上高

14,079,1352,310 273,75114,355,196 － 14,355,196　

(2）セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

19,699 30,709123,214173,623  △173,623 － 　

計 14,098,83433,019396,96514,528,820△173,62314,355,196　

営業利益又は営業損失
（△）

123,949△26,724 39,349136,574 459 137,034　

　（注）１．事業区分は、日本標準産業分類によって小売業、金融業、その他事業に区分しております。

２．各事業の主要な内容

(1）百貨店業……………………衣料品、食料品、雑貨、身回品、家庭用品等の販売及び店舗ビルの賃貸

(2）金融業………………………クレジット業務受託業、ファイナンス業

(3）その他の事業………………宣伝広告代理店業及び情報処理サービス業

　

 当第２四半期連結累計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日） 　

 
百貨店業
(千円)

金融業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

　
　

売上高                         　

(1）外部顧客に
　　対する売上高

28,582,09911,641576,70329,170,444 － 29,170,444　

(2）セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

32,983104,003253,144390,131  △390,131 － 　

計 28,615,083115,645829,84729,560,576△390,13129,170,444　

営業利益又は営業損失
（△）

40,733△13,700 46,815 73,847 1,262 75,110　

　（注）１．事業区分は、日本標準産業分類によって小売業、金融業、その他事業に区分しております。

２．各事業の主要な内容

(1）百貨店業……………………衣料品、食料品、雑貨、身回品、家庭用品等の販売及び店舗ビルの賃貸

(2）金融業………………………クレジット業務受託業、ファイナンス業

(3）その他の事業………………宣伝広告代理店業及び情報処理サービス業
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３.　会計処理の方法の変更 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　会計処理基準に関する事項の変更（１）

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間における「百貨店業」の営業利益

は、1,583千円減少しております。

　

　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成21年６月１日　至平成21年８月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自平

成21年３月１日　至平成21年８月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

 

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自平成21年６月１日　至平成21年８月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自平

成21年３月１日　至平成21年８月31日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。

 

 

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末(平成21年８月31日)

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年８月31日）

　デリバティブ取引はすべてヘッジ会計を適用しているため、記載しておりません。

 

 

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）

　該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年８月31日）

前連結会計年度末
（平成21年２月28日）

１株当たり純資産額 △50.69円 １株当たり純資産額 127.86円

２．１株当たり四半期純損失金額

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △184.98円 １株当たり四半期純損失金額（△） △170.04円

　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につい

ては、1株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

 

　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につい

ては、1株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

 

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失（△）（千円） △5,951,076 △5,470,311

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △5,951,076 △5,470,311

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,171 32,171

 

（重要な後発事象）

 　　　 該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）

著しい変動がないため、記載しておりません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年10月９日

株式会社さいか屋
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小森　幹夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 永澤　宏一　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上林　礼子　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社さいか屋の

平成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年６月１日から平成21年

８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社さいか屋及び連結子会社の平成21年８月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当第２四半期連結会計期間末において1,630,542千円の債

務超過の状況にあり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該

注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は

四半期連結財務諸表に反映されていない。

　　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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